FLTA 2003年度第1回月例会
04/25/2003














文部科学省「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」への考察
小泉  仁 

jinn.koizumi@nifty.com
Ⅰ 「行動計画」までの経緯
1996. 

中央教育審議会： 外国語教育の改善

1998.

新学習指導要領「実践的コミュニケーション能力」
1999.  

ＴＯＥＦＬ成績の国際比較が話題に
1999.3-2000.1.
「２１世紀日本の構想」懇談会 /英語第２公用語論　

2000.1-2001.1. 
英語指導方法等改善の推進に関する懇談会
2002.1-5.
英語教育改革に関する懇談会
2002.7. 「英語が使える日本人」の育成のための戦略構想
2003.3.

「英語が使える日本人」の育成のための行動計画



Ⅱ 「行動計画」の概要

1.　英語力の目標設定
(1) ２つの英語力
  
○　国民全体に求められる英語力

中学校卒業段階：挨拶や応対，身近な暮らしに関わる話題などについて平易なコミュニケー
ションができる（卒業者の平均，英検３級程度）

高等学校卒業段階：日常的な話題について通常のコミュニケーションができる（卒業者の平均英検準２級～２級程度）
○　専門分野に必要な英語力や国際社会に活躍する人材等に求められる英語力

各大学が，仕事で英語が使える人材を育成する観点から，達成目標を設定
２．



英語授業の改善
(1) 中学校・高等学校の授業改善
「英語を使用する活動を積み重ねながらコミュニケーション能力の育成を図る」
　○　英語授業の大半は英語で，生徒や学生が英語でコミュニケーションを行う活動を多く取り入れる○　中・高等学校等の英語の授業での少人数指導や習熟度別指導，ＡＬＴとの授業
○　地域の英語教育先進校 形成の推進（スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール）　
       H.14年度；16校，15年度 50校。H.17年度までに 100校を目標

○　



· 


教育委員会や学校関係者等を対象とした各種会議等を通じた指導要領の趣旨の徹底


· 
○　中学校についての評価規準の作成・評価方法の工夫改善。高等学校外国語についても検討
○　

· 



研究開発学校での研究（従来からの制度）
○　小・中・高等学校等の英語教育に関する教育課程や指導方法などを開発
○　英語教育の改善実施状況調査の実施
英語による指導，少人数指導，習熟度別指導の実施状況，先進的事例など，調査・公表
○　英語教育に関する先進的取組事例集の作成

先進的な英語の指導事例等に関する事例集を作成（H.15年度中，国立教育政策研究所教育課程
研究センター）



(2) 
大学英語教育への支援，働きかけ
· 「特色ある大学教育支援プログラム」(H15年度～ )
·   ○　英語
· による外国人留学生対象の特別コースへの日本人学生参加の促進
  ○　各大学における英語教育の達成目標の設定状況などを調査・公表
· 


· 

· 




· 

３．英語教員の指導力向上及び指導体制の充実
(1) 教員の英語力，目標設定
· 概ね全ての英語教員が，英語を使用する活動を積み重ねながらコミュニケーション能力の育成を図る授業を行うことのできる英語力（英検準一級，TOEFL550点，TOEIC730点程度以上）及び教授力を備える。教員採用選考，教員評価，教員研修の改善。
· 地域レベルのリーダー的教員を中核として，地域の英語教育の向上を図る

· 中・高等学校の英語の授業に週１回以上はネイティブスピーカーが参加する
(2) 全現職教員の集中研修の推進（H.15年度～　５ヶ年計画）
· 国レベルの研修と合わせ，都道府県等教育委員会が行う集中的な研修を支援。
· 　　　研修の受講状況は，先述の英語教育の改善実施状況調査により把握。
○　


· 

· 


· 


· 英語教育指導者講座の実施（
· 独立行政法人教員研修センター。H.
15年度 1000人予定
）
○　海外研修の充実（H.15年度予定： 12ヶ月 15人，6ヶ月 85人，2ヶ月 200人）
·   ○　大学院修学休業制度を活用した海外の大学院への留学の促進





(3) ＡＬＴの活用促進，雇用形態の改善など
· 勤務年限の弾力化（最大３年から５年に拡大）
· 優れたＡＬＴの正規教員への採用促進（H.15から３年間で 300人（加配）将来的には 1000人
· 英語に堪能な地域の人材を積極的に活用

· 


· 

· 



· 

４．英語学習へのモティベーションの向上





(1) 国際理解教育の推進
○　新学習指導要領の趣旨を周知，理解を促す
　（異文化を理解し尊重する態度，異なる文化を持った人々と共生する資質や能力の育成 


― 英語，社会科，地理歴史科，道徳，特別活動，総合的な学習の時間


(2) 
国際理解教育に関する指導事例集の作成
小学校編に続き，中・高等学校の各教科等における効果的な国際理解教育の指導事例に関する事例例集を，H15. 作成し，研究協議会等を通じた普及を図る。

(3) 留学の促進など英語を使う機会の充実
· 毎年10,000人の高校生の海外留学を目指す
交流団体のプログラムの情報提供など

（H.15年度は 1,000人程度を対象に，往復航空費の一部を支援）

· 


· 大学生の留学促進

　 大学間交流協定等に基づく日本人学生の短期留学を推進，留学に関する情報提供活動の充実
(H.15年度は 短期留学推進制度 585人を対象，奨学金支援)
(4) そのほかの取り組みへの支援
(4) 
· 地域人材等の活用の推進
       学校を中心とした英会話サロンやスピーチコンテストなどの取り組みを促進
· 外国語長期体験活動の推進

       小学校高学年を対象，ネイティブスピーカーとの共同生活モデル事業を実施

· 特色ある取り組みに関する事例集の作成
英語の授業外における英会話サロン，サマーキャンプ，留学生や海外の子どもたちとの交流，英語放送の積極的活用など，特色ある取り組みを掲載


· 国際交流のための情報提供
       姉妹校提携や学校間交流活動を推進する情報提供活動を支援
· 英語版学校紹介ホームページ作成の促進

英語で発信する力や英語学習への意欲を高め，ＩＴを活用した国際交流を促進する

５．入学者選抜等における評価の改善

	
· 
· 





(1) 大学入試センター試験でのリスニングテストの導入
· H.18年度からの実施を目標
今年５月中に，大学入試センター試験でのリスニングテストの実施の概要について

· 各大学の入試選抜の改善を促進
　     各大学が設定する英語力の達成目標から，入学者に求める英語力を明確にし，リスニングテス
       トなどコミュニケーション能力が適切に評価される選抜方法の改善への取り組みを促進
○　高等学校入学者選抜の改善の促進

リスニングテストに加え，例えば，英語による口頭試問の導入など，改善を促進する。

(2) 大学入試及び高校入試での外部検定試験結果の活用の促進
英検やTOEFL，TOEIC，ケンブリッジ大学英語検定試験などの一層の活用
(3) 



· 
· 
企業等の採用試験における配慮
企業等の採用試験では，仕事で使える英語力の所持を重視するよう求める
６．小学校の英会話活動の支援
(1) 現状
(2) 　
「総合的な学習の時間」（H.14年度から）の，国際理解教育の一環
文科省「平成14年度教育課程編成状況調査」:
· 「国際理解」　68.9％  （他に 福祉，コンピュータ など）
· 英語活動
3年生  51.3％，4年生  52.3％，5年生　53.6％，6年生  56.1％　（全22847校
· 年間授業数 1-11 hs. 63.0％， 12-22 hs. 23.2％， 23-35 hs. 11.8％， 36-70 hs. 1.7％，


 71 hs.- 0.2％ 
(2) 


指導方法の改善
· 研修の充実

独立行政法人教員研修センター，英会話活動担当教員指導者研修（H.15年度予定人数　600人）
  ○　小学校英会話活動推進のための手引の作成（2002年度９万部を刊行）
要点：　国際理解教育 ／言語習得より興味，関心，意欲の育成 ／体験的 ／音声中心／学級担
任による指導 ／学習の過程や参加度を記述して評価


· 

· 研究開発学校制度の推進
研究開発学校制度の下で，小学校の英語教育に関する指導方法を開発

· 


· 経験豊かなＡＬＴの配置促進
ＡＬＴの小学校への配置を促進（ＪＥＴプログラム，特別非常勤講師制度等）
· 英語に堪能な地域人材の活用促進

英語に堪能な社会人や留学生等の活用を促進（学校いきいきプラン，特別非常勤講師制度等）


· 中・高等学校教員の小学校英会話活動への参加の促進
教育職員免許法の改正（H.14年５月）

中学校又は高等学校の教諭の免許状を有する者が小学校の相当する教科及び総合的な学習の時間の授業を担当することができる
(3) 
小学校の英語教育の在り方に関する研究
· 教育課程の研究開発

       研究開発学校制度の下で，引き続き，小学校の英語教育に関する教育課程等を開発
· 小学校の英会話活動の実情把握及び分析

H.15年度中に，現行の英会話活動の実施状況について詳細な調査・分析
· 今後の小学校英語教育の在り方に関する研究
H.15年度中に調査研究協力者会議を設置，17年度ごろまでに，研究開発学校における研究実践の成果・課題の分析，児童の言語習得の特質に関する研究，諸外国の事例等の収集・分析などを集約。中央教育審議会における教育課程の基準の改善に係る審議への資料提供。


７．国語力の向上

	
· 


   「英語によるコミュニケーション能力」の育成のため，すべての知的活動の基盤となる国語を適切に表現し正確に理解する能力を育成する。
英語の習得は母語である国語の能力が大きくかかわるものであり，英語によるコミュニケーション能力の育成のためには，その基礎として，国語を適切に表現し正確に理解する能力を育成するとともに，伝え合う力を高めることが必要である。
また，豊かな人間性や社会性を持ち，国際社会の中で主体的に生きていく日本人を育成するためには，思考力を伸ばし，豊かな表現力や言語感覚を養うとともに，国語への関心を深め，国語を尊重する態度を育てることが大切である。」 （文部科学省2003.「『英語が使える日本人』を育成するための行動計画」）


· 新学習指導要領の趣旨の実現
学習指導要領「国語」：読み書きなどの徹底 ／相手や目的，場面に応じて適切に表現し正確に理解する能力の育成 ／互いの立場や考えを尊重しつつ言葉で「伝え合う力」を高める ／

· 国語力向上モデル事業の実施


家庭や地域と連携しながら，児童生徒の国語力向上のための推進校を設け，実践研究に取り組
むモデル地域を指定し，国語力向上のための総合的な取り組みを推進。
· 「これからの時代に求められる国語力」の検討

文化審議会国語分科会「これからの時代に求められる国語力について」審議概要(H.15年１月)




· 子どもの読書活動の推進
　「朝の読書」の推進など，子どもの読書に親しむ態度を育成，読書習慣を身に付けることを推進
· 言葉に対する意識の高揚
　家庭や地域などが一体となって，相手や場面に応じた適切な言葉遣いや言葉による表現等に　
ついて考える機会を提供する「『言葉』について考える体験事業」等を実施し，言葉について
の意識の高揚を図る。

· 国語指導力向上講座の実施
教員（国語科以外の教員を含む）や指導主事を対象，指導方法等についての研修を実施


· 

８．実践的研究の推進

(1)  中・高等学校段階で求められる英語力の指標に関する研究

学習指導要領等を踏まえ，中・高等学校段階で求められる英語力の指標に関し具体的に示すとともに，実際の指導状況などを調査し，いかなる点で指導方法の改善が必要か具体的に研究する。

また，英検，TOEFL，TOEICなどの外部検定試験でいかなる英語力が測定されるかを分析し，求められる英語力との関係を明らかにし，外部検定試験の入試等での活用方策を研究する。

(2)  中・高等学校における英語教育及び教員の研修プログラムに関する研究

英語によるコミュニケーション能力育成のための効果的な指導方法を検討する観点から，国内外の英語教育に関する研究や基礎的データを集約する。

これを踏まえ，英語によるコミュニケーション育成のための指導力向上をねらいとする先述の集中的研修のためのモデルプログラムや，効果的な教員養成プログラムを作成する。
(3) 英語教員が備えておくべき英語力の目標値についての研究

英語教員が備えておくべき英語力及び教授力の内容について分析するとともに，英語教員を対象とした調査を実施し，英検，TOEFL，TOEICなどの特性を踏まえ，英語教員が備えておくべき英語
力と外部検定試験との関連，各試験の点数互換の妥当性等を研究する。
　また，上記効果的な指導方法に関する研究と連携し，英語によるコミュニケーション能力育成のための指導力の測定の可能性について検討する。
(4) 大学の英語教育の在り方に関する研究

　高等教育における人材育成の多様性を踏まえつつ，「大学を卒業したら仕事で英語が使える」人材を育成する観点から，教科内容の改善や大学間の協力体制の構築，大学教員養成の在り方等について，具体的なモデル事例を策定する。
(5) 諸外国における英語教育の取組に関する研究

　アジア諸国を中心とする諸外国における英語教育の取組状況について調査し，諸外国の指導方法や教材，学習評価の工夫，教員研修の取組等に関する取組事例をまとめる。
Ⅲ　今後の課題
1. 小学校英語から大学まで，具体的到達目標の設定
2. English Divide を作らないための配慮
3. 小学校英語についてのフレーム作り
4. 授業時間の確保
5. クラスサイズの縮小と教員の確保
6. 研修計画の立案にともなう支援体制

7. 研修指導者の養成，研修プランナーの養成
8. 予算の確保
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